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適格消費者団体NPO法人怠綿消費者契約ネットワーク

理事長　高鳥英弘（京都産業大学法務研究科教授）

消費者団体麻船制度に基づく携帯露語解約料条項使用差止請求訴馳提起にあた

つてのヨメント要旨

1本日，我々痛請消費着実約ネットワーク（脚）は，間Tドコモ∴鵬肋［を

被告として．これらの会社が通信サービス契約に用いている解約料条項の使

用差止請求誌松を，京都地方裁判所に提起いたしました。

2　解約料条項の概要

この商船の対象である解約料条項とは．ドつモの「ひとりでも割」「プアミ

割」やauの「龍でも割」ブランに用いられている条項のことです。これらの

ブランでは．2年の定期契約の基本使用料を通常料金の羊額とする一方でこ

の2年間に解約する場合には，一律に9975円の解約金を支払わなけれ糠な

りません．つまりこの条項は，基本粗金を半額にするかわ少に，婁期にわたっ

て契鮒こ拘束し，中途解約する場合には9975円の違約金を支払う約束をさ

せるものです。

3　関越点

（l）まずしこの条項は，Ⅲ¢（ナンバーボーダビリティ制度）の能書となって

おり．自由に携糖劃括会社を選択する消費者の自由を不当に阻害するもので

す。そのため，消費者の利益を一方的かつ不削こ害する条項として，消費者

契約法10条に違反し．無効と考えられます。

（2）また，消費者がごく短期間でこの契約を解約した場合，通信会社に発生

する損失は9975円よりもかなり少ない金額の購ずです。この点に照らせ

ば．この条項は，平均的損害を鍛える違約金を定める条項として，消費者契

約法9条1号によっても無効と考えられます。

（3）さらに．このようなサービス利用契約について，長期間にわたって契約

に拘束することは適切とはいえません。むしろ，当初の2年が経過したあと

は，消費者が自由に解約できるとするべきです．ところが本条項は．2年の

経過後も，2年ごとに1ケ月だけ指定された更新月にしか撫科で解約できな

いとしています。このように．契約への不当な拘束がいつまでもつづくこと

を念敵におけば，この条項の不当性膝より明確です。このような長期拘束も，

消費者契約法10条違反．9桑l項違反と考えるべき機軸はなります」

（4）そもそも，消費者が通信サービス利用突約を結ぶ場合．基本料金が半額

となるこれらのプランを用いて契約する場合がほとんどです。そして，これ

らのプランを用いた場合の利用粗金は，どの事業者を遺んでもあまり差がお

りません。この点に照らせ鞠携精義語会社が収益として予楚している価格

は．もともと，裳本科金の半額にすぎないと考えられます。すると，本件の

解約料条項は，単に長期間の囲い込みを目的として解約にあたり鵜額の違

約金を課すものであり，その不当性はさらに大きいといわなければなりませ

ん。

4　クレームの多さ

この解約料条項については．国民生活センター，各地の消賞生活センター

へも，相当数のクレームが寄せられています。

実際に．当ネットワークが平成22年4月10日（土）午前10時一午後

d欝に行った徽話柏穣受付（ケータイ110番）では．2台の電鱈がほぼ鳴りっ

譜なしの状態で，最終的な相接件数は59倍にのぼりました。

そして．相談内容の！戴婁すべてが．先に述べた解約料の不当性でした。そ

の中には．最初の2年間に解約すれば解約料がかかることは知っていたが，

自動更新によってその後も同様に銅的科がかかることになることは説明を受

けておらず知らなかった，というものが数件ありました。その他．鏡や癖偶

者に携帯電話を持たせていたが．その肴が亡くなったため解約しようとした

ところ加科を請求されたとの事例，自分が海外に行くことになったので機

構競艇を解約しようとした際に解約料を請求された事例．携帯書誌の鶴波状

態が曳くなかったためやむを特ず解約した腺にも解約料を請求された事例な

どがありました。このように，電話相臓には消費者から大きな反響があり，

多くの消費者が解約科を不当と考えていることがわかりました。

5　携椿電話は消費者lことってもっとも身近な問題でありながら，極めて複雑

な内容の笑納です。そのため．本来でおれ購，サービスを提供する携帯電話

会社自身が，わかりやすく，消費者目線に沿った契約内容を提供すべきです．

多くの鶴話相模事例の詐在は．このような契約内容が実現されていないこと

を明らかに示しています。

6　以上の緒論として，本件の解約料条項は．社会的にみて輿約内容の客纏的

合理性を欠き，消費者爽約法にも違反する条項として．差止の対象とすべき

だとの判断に愛りました。


